
四日市市水素供給設備整備事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内において水素供給設備の整備を行う事業者に対し、整備

に要する経費の一部を補助することにより、カーボンニュートラル社会の実現に

向けた方策の一つとして、地域における水素の普及促進及び地産地消を図ること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、以下に定めるところ

による。 

(1) 燃料電池自動車 搭載された燃料電池によって発電した電気によって駆動

される電動機を原動機とし、内燃機関を併用しない自動車（道路運送車両法(昭

和 26 年法律第 185 号 )第 60 条第１項に規定する自動車検査証に燃料が圧縮水

素であることが記載されているもの。) をいう。 

(2) 水素供給設備 燃料電池自動車等に燃料として水素を供給する定置式の設

備をいう。 

(3) 経済産業省補助金  一般社団法人次世代自動車振興センターが行うクリー

ンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導入促進補助

金(燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業)をいう。 

(4) 臨海部コンビナート地区  石油コンビナート等特別防災区域を指定する政

令（昭和 51 年政令第 192 号）により四日市臨海地区として指定されている区

域内の工業専用地域及び工業地域をいう。 

 （補助対象事業者） 

第３条 補助対象事業者は、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

(1) 経済産業省補助金の交付決定を受けた法人又は個人事業者であること 

(2) 本市に納税義務のある市税に滞納がないこと 

（補助対象設備及び経費） 

第４条 補助対象設備及び経費は、一般社団法人次世代自動車振興センターが定め

た「クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導入

促進補助金（燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業）交付規程」（以下、

「交付規程」という。）のとおりとする。 

（補助対象事業及び補助限度額） 



第５条 補助対象事業及び補助限度額は、予算の範囲内において別表のとおりとす

る。ただし、別表の補助限度額と経済産業省補助金を合わせた金額が補助対象経

費を超える場合は、補助対象経費から経済産業省補助金を減じた額を補助限度額

とする。 

２ 前項の規定により算出した額に 1,000 円未満の端数を生じたときは、その端数

を切り捨てるものとする。 

（計画認定申請） 

第６条 補助金の交付申請をしようとする事業者（以下「申請者」という。）は、

工事着工の日までに、水素供給設備整備事業計画認定申請書（第１号様式）に必

要な書類を添付して市長に提出し、次条に規定する計画認定を受けなければなら

ない。  

（計画認定） 

第７条 市長は、前条に規定する計画認定申請があったときは、その内容を審査し、

必要に応じて調査を行い、適当と認めたときは、速やかに計画を認定し、水素供

給設備整備事業計画認定通知書（第２号様式）により、認定しないと決定した場

合にあっては水素供給設備整備事業計画不認定通知書（第３号様式）により、そ

れぞれ申請者に通知するものとする。 

（計画変更申請） 

第８条 申請者は、計画認定を受けた事業について計画変更があった場合又は事業

を中止し、若しくは廃止しようとする場合は、速やかに水素供給設備整備事業計

画変更認定申請書（第４号様式）を市長に提出し、計画変更認定を受けなければ

ならない。 

（計画変更認定） 

第９条 市長は、前条に規定する計画変更申請があったときは、その内容を審査し、

必要に応じて調査を行い、適当と認めたときは、計画変更を認定し、水素供給設

備整備事業計画変更認定通知書（第５号様式）により、申請者に通知するものと

する。 

（地位の承継） 

第１０条 計画認定を受けた事業について、申請者に相続、譲渡、合併等により事

業を行う者に変更が生じたときは、当該事業が継続される場合に限り、事業を承

継する者は、市長の承認を受け、当該補助対象事業者の地位を承継することがで

きる。 



２ 前項の規定により、事業を承継する者は、速やかに承継届出書（第６号様式）

を市長に提出しなければならない。 

（交付申請） 

第１１条 申請者は、計画認定を受けた事業が完了したときは、完了の日から起算

して 30 日以内に、水素供給設備整備事業補助金交付申請書（第７号様式）に必

要な書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第１２条 市長は、前条に規定する交付申請があったときは、その内容を審査し、

及び必要に応じて調査を行い、適当と認めたときは、速やかに水素供給設備整備

事業補助金交付決定通知書（第８号様式）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求等） 

第１３条 申請者は、前条に規定する交付決定を受けたときは、請求書（第９号様

式）により速やかに市長に請求しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書に基づき、補助金を交付するものとする。 

（補助金の返還等） 

第１４条 市長は、補助対象事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還

を命ずるものとする。  

 (1) 偽りその他の不正手段により、補助金の交付の決定を受けた場合 

 (2) 補助金を他の用途へ使用した場合 

 (3) 補助金の交付の決定に付した条件に違反した場合 

 (4) その他この要綱に違反したと認められる場合 

（取得資産等の処分の制限） 

第１５条 補助対象事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した資産（以

下「取得資産等」という。）を補助事業が完了した後も善良なる管理者の注意を

もって管理するとともに、補助金の交付の目的に従ってその効果的運用を図らな

ければならない。 

２ 補助対象事業者は、減価償却資産の耐用年数に関する省令(昭和 40 年大蔵省令

第 15 号)に定める期間内に、取得資産等を他の用途に使用し、他の者に貸し付け、

若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供しようとする（以下

「取得資産等の処分」という。）ときは、あらかじめ市長の承認を得なければな

らない。ただし、当該取得財産等の取得価格又は効用の増加価格が 50 万円未満の



ものは、この限りでない。  

３  市長は、補助対象事業者が前項に規定する取得資産等の処分を行った場合は、

交付した補助金の全部又は一部を納付させることができるものとする。 

（書類の整備） 

第１６条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにし

た帳簿を整備し、補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後５年間、保管し

ておかなければならない。 

（調査） 

第１７条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認め

たときは、申請者に対し、報告を求め、又は調査を行うことができる。 

（補助金の評価）  

第１８条 市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果につ

いて十分に検証するものとする。  

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止そ

の他の適切な措置を講じるものとする。  

（補則） 

第１９条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金の施行に関し必要な事項

は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年６月１日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、第１４条から第１７条の規定を除き、令和８年３月３１日（以下、

失効日という。）限り、その効力を失う。ただし、失効日までに計画認定を受けた

補助事業については、この要綱はなおその効力を有する。 

（商工農水部工業振興課） 

 



別表（第５条関係） 

補助対象事業 補助限度額 

水素供給設備を設置する事業 5,000 千円 

適正な方法で 70MPa の燃料電池バスに 15 ㎏（約 167Nm3）の水素を

10 分程度で充填可能な能力を持つ水素供給設備を設置する事業 
15,000 千円 

臨海部コンビナート地区で製造した水素を用いた水素供給設備を

設置する事業 
20,000 千円 

臨海部コンビナート地区で製造した水素を用いて、適正な方法で

70MPa の燃料電池バスに 15 ㎏（約 167Nm3）の水素を 10 分程度で充

填可能な能力を持つ水素供給設備を設置する事業 

30,000 千円 

 

 


